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分担研究報告書 
 

人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立に向けた研究 
 

研究分担者 根本清貴  
筑波大学・医学医療系・准教授 

 
 研究要旨 
脳画像解析では様々な脳画像を扱う。それらのデータより効率よく管理でき

る目的で、近年BIDS形式が提唱されている。本研究では、多施設MRIデータ

を用いた解析を行うことが予定されているため、今年度は、DICOM画像を

BIDS形式に変換する方法の確立に取り組んだ。その結果、MRI機種ごとの設

定ファイルを準備することで、汎用的にDICOM画像をBIDS形式に変換でき

るプログラムを開発できた。さらに、本研究で脳画像を撮像する各施設のMRI
の撮像プロトコルを確認し、適切な画像が撮像できるように体制を整えた。 

 
 
Ａ．研究目的 

Brain Imaging Data Structure (BIDS) は、

脳画像や行動データをより効率よく管理できる

ように提唱されている形式である。BIDSの仕様

はインターネットで公開されており、MRI画像

に関しては、DICOM画像をBIDS形式に変換す

ることのできるツールが公開されている。しか

し、これらのツールは使うためには様々な工夫

が必要である。また、設定ファイルは個々のMRI
装置により異なるため、ひとつのMRI装置から

得られたDICOM画像でうまく変換できたとし

ても、他のMRI装置から得られた画像ではうま

くいかないことが多々ある。このため、本研究

では再現性が高く、かつ汎用性をもたせたBIDS
変換システムを構築することとした。 
 また、本研究では、新たに脳画像解析のため

にMRIを撮像する施設が複数あるため、適切な

MRI画像が撮像できるように各施設の撮像シー

ケンスを確認することとした。 
 
Ｂ．研究方法 
DICOM 画像を BIDS 形式に変換するツールに

は、heudiconv を採用した。heudiconv は、設定

ファイル heuristic.py に基づき、DICOM 画像

を BIDS形式に変換する。我々は heudiconv の
パラメータと、heuristic.py を精査し、どのよう

にすれば汎用性をもった変換ができるかを検討

した。 
 
(倫理面への配慮) 
本年度は該当なし。プログラム実証のためのデ

ータはオープンデータを用いた。 
 
Ｃ．研究結果   

BIDS 形式に再現性が高く効率よく変換する

ためには、事前に DICOM 画像をシーケンスご

とに分類することが肝要であった。このため、

DICOM 画像をシーケンス毎に分類するスクリ

プトを開発した。このスクリプトで分類するこ

とにより、DICOM 画像を構造化することがで

き、heudiconv のパラメータ設定を画一化する

ことができるようになった。また、DICOM 画像

の分類により、heuristic.py の設定が容易にな

った。さらに、事前に heuristic.py のテンプレ
ートを準備することにより、より容易に変換す

ることが可能であった。異なる MRI 撮像装置に

対し、BIDS変換が可能であった。 
さらに、各施設の MRI 撮像パラメータを確認

することにより、異なる施設でできるだけ類似

したパラメータで画像を撮像できるようになっ

た。 
 
Ｄ．考察 
 MRI はベンダーにより、また、施設により、

DICOM 画像の出力方法が異なる。BIDS形式へ
の変換の最大の障壁は DICOM ファイルの保存

方法の多様性であった。これに対し、DICOM 画

像をシーケンス毎に分類することで、保存方法

を統一化することができるようになり、自動処

理が容易になった。DICOM 画像の管理などは

軽視されがちなものであることから、プログラ

ムなどを通すことによって正規化した状態で管



理することの重要性を再認識した。 
 
Ｅ．結論 
比較的容易に BIDS形式を準備できるシステ

ムを開発することができた。これらはインター

ネットで公開し、誰でも使うことができるよう

にする予定である。 
 
 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
 
該当なし 
 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入） 
 
黒下彰喜、中山顕次郎、根本清貴、新井哲明．

汎用性のあるBIDS変換システムの開発．第25
回日本ヒト脳機能マッピング学会．2023年2月 

愛知 
 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得  
該当なし 

2. 実用新案登録 
 該当なし 
3. その他 
 該当なし 
 
健康危険情報があるようでしたら以下にご記入

ください。研究代表者のほうでまとめて総括報

告書に記載いたします。 
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分担研究報告書 
 

人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立に向けた研究 
 

研究分担者 高橋優宏 
国際医療福祉大学三田病院・耳鼻咽喉科・准教授 

 
 研究要旨 
人工内耳装用児の効果的な療育方法の確立に向けて、両側同時手

術群と逐次手術群において,術前･術後の装用閾値,聴性行動,発声･

発話行動の変化について比較した.発話行動において両側同時手術

症例が早期に改善がみられた. 
 

 
 
Ａ．研究目的 
人工内耳装用児の効果的な療育方法の確

立に向けて、両側同時手術群と逐次手術群

において,術前･術後の装用閾値,聴性行動,

発声･発話行動の変化について比較検討を

行った 
 
Ｂ．研究方法 

聴覚的評価として,術前裸耳聴力閾値,

術前補聴器装用閾値,音入れ後1か月・3か

月・6か月の人工内耳装用閾値を比較した.

検査方法は症例に応じて COR または遊戯

聴力検査を用い,裸耳聴力閾値,補聴器お

よび人工内耳の装用閾値は 4 分法で算出

した.人工内耳の装用閾値は同時手術群の

左右それぞれについて,逐次手術群の 1 期

目・2期目の平均値と比較した.2群間にお

いて,聴性行動,発声・発話行動および発達

評価として,術前・音入れ後 3 か月・6 か

月時点の IT-MAIS, MUSS の合計得点を比

較した. いずれも逐次手術群は初回手術

の音入れ後 1 か月・3 か月・6 か月時点の

結果を検討した.本研究は後方視的に実施

し、倫理面の問題はない。 
Ｃ．研究結果   
 術前裸耳聴力閾値,術前補聴器装用閾

値,音入れ後1か月・3か月・6か月の人工

内耳装用閾値のいずれも2群間に有意差は

認められなかった. IT-MAIS,音入れ後3か

月・6か月時の得点から術前得点を引いた

得点差を比較すると,同時手術群がより改

善しているが,有意差は認められなかっ

た. MUSSは, 音入れ後3か月・6か月時の

得点から術前得点を引いたものを比較す

ると,音入れ6か月時には同時手術群が逐

次手術群に比して有意に改善していた. 
Ｄ．考察 
IT-MAIS,MUSS の術前と術後の得点差で

検討すると,音入れ後 6 か月時に MUSS は

同時手術群が有意に改善しており術前よ

りも発声・発話行動の改善がみられていた.

両耳聴によって大脳レベルでの賦活化が

行われたことが関係している可能性が考

えられた. 
Ｅ．結論 
人工内耳装用児において両側同時手術は

早期に両耳聴を獲得することにより、発

話行動の改善が得られる. 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
 該当なし 
 
 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入）該当なし 
 
 
 



Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得  
該当なし 
2. 実用新案登録 
該当なし 
3. その他 
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分担研究報告書 
 

人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立に向けた研究 
 

研究分担者 樫尾明憲 
東京大学医学部・耳鼻咽喉科・准教授 

 
 研究要旨 
先天性難聴児・者の脳データベースを構築のためのMRI撮影について院内で

の倫理申請を行った。また、MRI撮影についてのプロトコルの作成を行った。

FCEIロールプレイを開催し、新生児聴覚スクリーニング後Referとなった場

合の家族への情報伝達の方法について耳鼻咽喉科医師を対象として講義を行

い、若手医師のロールプレイに対するアドバイスを行った。 
 
 
Ａ．研究目的 
1. 先天性難聴児・者の効果的な療育方法を検

討する目的に、MRIを用いた脳の画像評価を行

い、聞こえと言語能力の関連性を定量的に評価

するための指標を開発することに取り組んでい

る。その第一段階として、難聴者に対してMRI
画像の撮影を行うための倫理申請、院内プロト

コルの整備を行った。 
２．先天性難聴児・者の言語能力向上のために

は早期からの補聴・療育が必要となる。新生児

聴覚スクリーニング後、速やかに療育への橋渡

しが広く行えるよう若手医師の教育を目的とし

てＦＣＥＩロールプレイを開催した。 
Ｂ．研究方法 
１．主任研究施設の一括審査研究計画書・承認

書をもとに当院でも研究が行えるよう、計画書・

同意書などを再度作成し、東京大学倫理委員会

での承認を得た。 
２．7 月 6 日に耳鼻咽喉科医師を対象にＺｏｏ

ｍオンラインにてクルズスを行った。クルズス

後、参加医師に新生児聴覚スクリーニングＲｅ

ｆｅｒを告げられた家族、医師のロールプレイ

をおこない、新スク Refer の結果説明・今後の

評価についてのムンテラをシミュレーションし

てもらい、それに対するアドバイスを行った。 
 
Ｃ．研究結果   
1. 先天性難聴児に対するMRI検査評価体制が

確立した。ｆMRIを施行するにあたっては通常

の診療の範囲での撮影が困難であるため、別日

に施行する計画となった。 
２．新生児聴覚スクリーニングの現状と公費負

担による地域格差について、新生児スクリーニ

ングにおけるRefer率を紹介した。新スクRefer
は精密聴力検査機関での精査が求められるこ

と、精密聴力検査要件について解説した。新生

児聴覚スクリーニングReferであっても半数は

正常となる一方Passであっても難聴が判明する

ことがある。スクリーニング結果を伝えるにあ

たり難聴とは決めつけず、親御さんの心情に注

意しながら説明を行うことの重要性を解説し

た。さらに精密聴力検査機関で施行する各種聴

力検査と月齢に伴う変化など解説を行った。 
Ｄ．考察 
１．fMRI を撮影する場合鎮静の必要な小児では、

時間が足りない可能性もあり現実的ではないと

考え、fMRI は施行しない方針とした。鎮静が不

要である場合、同意が得られた患者に対して、

fMRI による評価も行う方向性で来年度からデ

ータを収集してゆく予定である。 
２．50 名以上の参加が得られ、多くの先生方に、

新生児聴覚スクリーニング refer を受けた後の

耳鼻科医としての正しい対応を知っていただく

ことができた。ロールプレイについては 5-6 名

一組で行ったが、全員が十分に行うには時間的

に足りないところがあった。また、オンライン

ではなかなか表現が難しい場面などもあり、今

後対面での施行も検討することとが望まれた。

一方で、オンラインで行うことで多方面からの

参加も期待でき、より多くの人へ知識・技術の

啓発が可能であるというメリットもあるため、

両者を使い分けてゆくことが重要であると考え

られた。 
Ｅ．結論 
先天性難聴児に対するＭＲＩを用い画像評価の

ための検査体制の整備を行った。耳鼻咽喉科医



に対して新生児聴覚スクリーニング後の対応方

法についての啓発を行った。 
 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
赤松 裕介, 廣田 栄子, 尾形 エリカ, 山岨 達
也. 先天性重度聴覚障害人工内耳装用例の読
書力診断検査による検討. 音声言語医学 63 巻
1号 34-42 
 
Kanemoto K, Kashio A, Ogata E, Akamatsu 
Y, Koyama H, Uranaka T, Hoshi Y, Iwasaki 
S, Yamasoba T. Cochlear Implantation in 
Patients with Mitochondrial Gene Mutation: 
Decline in Speech Perception in 
Retrospective Long-Term Follow-Up Study. 
Life (Basel). 2022 Mar 26;12(4):482. 
 
Sakata A, Kashio A, Koyama H, Uranaka T, 
Iwasaki S, Fujimoto C, Kinoshita M, 
Yamasoba T. Long-Term Progression and 
Rapid Decline in Hearing Loss in Patients 
with a Point Mutation at Nucleotide 3243 of 
the Mitochondrial DNA. Life (Basel). 2022 
Apr 6;12(4):543. 
 
佐原 利人, 樫尾 明憲 加齢性難聴と人工聴
覚器(解説) 耳鼻咽喉科 2(2) 270-276, 2022 
 
2.  学会発表 
人工内耳の現状と将来展望 樫尾明憲 【埼玉
県】耳の日記念のつどいう講演会 2023.3.3-
16   
これからの難聴治療 ー 補聴器や人工内耳
で広がる人生 樫尾明憲 市民公開講座「100
歳まで元気に！難聴で困らない為に」 2023．
3.26 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得  
該当なし 
2. 実用新案登録 
該当なし 
3. その他 
該当なし 
 
健康危険情報があるようでしたら以下にご記入

ください。研究代表者のほうでまとめて総括報

告書に記載いたします。 
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分担研究報告書 
 

人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立に向けた研究 
 

研究分担者 白井杏湖 
東京医科大学・耳鼻咽喉科頭頸部外科・講師 

 
 研究要旨 
先天性難聴児・者の脳データベースを構築し、聴覚中枢検査として確立す

るため、MRI 構造 T1 強調画像、および安静時 fMRI 画像を撮影し、患者背

景、聴覚的評価、発達評価とあわせて解析する。 

 
 
Ａ．研究目的 
先天性難聴児・者の脳データベースを構築す

るため。 
脳機能画像検査を、多施設共同研究にて実臨

床に役立つ聴覚中枢検査として確立するため。 
 
Ｂ．研究方法 
全脳 Surface-based Morphometry のための

構造 T1 強調画像、および機能的結合解析のた

めの安静時 fMRI 画像を撮影し、患者背景、聴覚

的評価、発達評価とあわせて解析する。 
（倫理面への配慮） 

本研究ではプライバシーを保護するため、研

究対象者の氏名、現住所の詳細、電話番号、E メ

ールアドレス、を取得しない。医療情報は発番

された症例登録番号を用いて同定され、研究の

結果が公表される場合にも研究対象者の身元の

プライバシー保護に配慮する。 
 
Ｃ．研究結果   
5例の対象者を登録し、MRI撮影を行った。 
 
 
Ｄ．考察 
 
 
 
Ｅ．結論 
 
 
 
 
 
 

Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
 ない場合は「該当なし」とご記入ください 
該当なし 
 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入）ない場合は「該当なし」とご記入ください 
該当なし 
 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
ない場合は「該当なし」とご記入ください 
1. 特許取得  
該当なし 
 
2. 実用新案登録 
該当なし 
 
3. その他 
該当なし 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立に向けた研究 
 

研究分担者 河﨑佳子 
神戸大学・人間発達環境学研究科・教授 

 
 研究要旨 
全脳のSurface-based Morphometryと機能的 
結合の調査に協力するろう者に対して、知能検査を実施し、その結果を対象

者の言語（日本手話・日本語）習得過程との関連から考察し、人工内耳装用

児を含む聴覚障害児にとっての効果的な支援のあり方を明らかにする。 
 
 
Ａ．研究目的 
全脳のSurface-based Morphometryと機能的 
結合の調査に協力するろう者に対して、知能検

査を実施し、その結果を対象者の言語（日本手

話・日本語）習得過程との関連から考察し、人工

内耳装用児を含む聴覚障害児にとっての効果的

な支援のあり方を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
全脳の Surface-based Morphometry と機能的 
結合の調査に協力するろう者を対象に、WAIS
等の知能検査を実施、また言語環境・生育歴・教

育歴に関する聴き取りを実施、それらのデータ

を比較検討する。（脳科学的な検査を実施する病

院において、本研究の内容も含めて倫理審査を

受けている。） 
 
Ｃ．研究結果   
ろう者に対象に日本手話でWAIS知能検査を実

施する方法を検討しつつ、データ収集中 
 
Ｄ．考察 
データ収集中 
 
 
Ｅ．結論 
データ収集中 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
該当なし 

 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入） 

該当なし 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得 該当なし 
 
2. 実用新案登録 該当なし 
 
3. その他 なし 
 
 
                                            
       



12 
厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立における聞き取り困

難の評価と手話言語の影響に関する研究 
 

研究分担者 阪本浩一 
大阪公立大学医学部・耳鼻咽喉病態学・准教授 

 
 研究要旨 人工内耳装用児の言語能力向上には、聴覚的な刺激のみではなく、
視覚的な支援も重要である。特に、難聴児に対する日本手話の早期からの提
供による手話言語の音声言語発達に関する影響についてはほとんど客観的な
エビデンスはない。また脳機能は聞き取り困難と関連する。本研究の分担と
して手話言語獲得習得事業に関連する手話話者、人工内耳児童の脳機能評価
と聞き取り困難の評価を行いその一端を明らかにする。 
 

 
 
Ａ．研究目的：難聴児の音声言語獲得に際して、

手話言語の獲得による影響には、肯定的の否定

的な両面の報告がある。また人工内耳使用者で

も聞き取り困難には差がある。この影響を客観

的に明らかにすることは、人工内耳装用の必要

な重度難聴児の効果的な療育には不可欠である。 
 
 
Ｂ．研究方法：当科において人工内耳手術を予

定する児童成人、大阪府手話言語獲得習得事業

に参加する児童、関係者の手話話者、CODA、に、

聞きとりの評価、機能的MRIを実施しその結果

を代表施設と検討する。 
 
 
 
 
 
(倫理面への配慮) 
代表施設での倫理委員会審査を受けている。 
 
 
Ｃ．研究結果   
現在まで、聞き取り困難についてのデータをま

とめて発表し基礎データとした。当院の放射線

科、中央放射線部との打ち合わせ、検討を行

い、当院で、機能的MRI撮影が開始できるよう

準備を行い、年度内に最初の１例目を実施し

た。その対象については、大阪府手話言語獲得

習得支援事業と交渉打ち合わせを行い、事業関

係者である聾者（手話話者）のMRI撮影を実施

した。 

 
 
Ｄ．考察 
今年度で、研究体制は確立した。次年度は、検査

結果分析を通じて、手話話者の脳機能について

知見を積み重ねる予定である。 
 
 
 
 
Ｅ．結論 
今年度、順調に検査体制の確立がなされた。次

年度の症例集積が期待される。 
 
 
 
 
 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
 該当なし。 
 
 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入）ない場合は「該当なし」とご記入ください 
Hirokazu Sakamoto: 
Current Status And Future Prospects Of 
Diagnosis And Support For 
 ListeningDifficulties And/Or Auditory 
Processing Disorders 
 In Japan, IFOS DUBAI ENT WORLD 



CONGRESS 2023;17-21 January 2023 
 
 
 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得  
「該当なし」 

2. 実用新案登録 
「該当なし」 
3. その他 
「該当なし」 
 
健康危険情報があるようでしたら以下にご記入

ください。研究代表者のほうでまとめて総括報

告書に記載いたします。 

 
                                            
           



14   

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立に向けた研究 

 
研究分担者 山本修子 

国立成育医療研究センター・耳鼻咽喉科・医員 
 

 研究要旨 
先天性難聴児の脳データベースを構築し、年齢や療育環境による脳の構造の

違いを明らかにするため、3例の症例をデータベースに登録した。今後、登録

した画像の解析をすすめ、人工内耳手術前後の効果的な療育方法を検討する。 

 
 
Ａ．研究目的 
先天性難聴児の脳データベースを構築し、年齢

や療育環境による脳の構造変化を調査し、最適

な療育方法を検討する。 
 
Ｂ．研究方法 
先天性難聴、両側とも平均聴力レベル 40dBHL
以上で、同意を得られた患者に対し、脳 MR（構
造 T1 強調画像、非鎮静で撮影可能な児には安静

時 fMRIも行う）を撮影する。MRI構造画像(T1)
より聴覚中枢皮質体積、皮質面積、皮質厚、ミエ

リン量、脳回指数を測定する。安静時 fMRI 画

像から機能的結合解析を行う。年齢、療育環境

などの臨床情報もデータベースに登録し、多変

量分散分析の因子変数または共変量として使用

する。 
 
(倫理面への配慮) 
本研究ではプライバシーを保護するため、研究

対象者の氏名、現住所の詳細、電話番号、E メー

ルアドレス、を取得しない。医療情報は症例登

録番号を用いて同定され、研究の結果が公表さ

れる場合にも研究対象者の身元のプライバシー

保護に配慮する。また、研究参加者自身は未成

年で、未就学児には保護者から同意を取得し、

就学後の児には年齢に合わせたアセントも行う。 
 
Ｃ．研究結果 
3例から研究参加の同意を取得し、2例は構造T1

強調画像、1例はそれに加えて安静時fMRIも撮

影した。療育方法や年齢、聴力像などもデータ

ベースに登録した。 
 
Ｄ．考察 
Ｅ．結論 
撮影した MRI 画像は解析途中であるが、先天性

難聴児の脳データベース構築のため症例を順調

にリクルートし、登録している。 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
該当なし 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入） 
該当なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得  
該当なし 
 
2. 実用新案登録 
該当なし 
 
3. その他 
該当なし 
 
健康危険情報があるようでしたら以下にご記入

ください。研究代表者のほうでまとめて総括報

告書に記載いたします。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
人工内耳装用児の言語能力向上のための効果的な療育方法の確立に向けた研究 

 
研究分担者 大石直樹 

慶應義塾大学・医学部・准教授 
 

 研究要旨  
先天性難聴症例を対象とした脳機能画像撮影を行うため、対象症例のリクル
ートを進めるとともに、脳機能画像撮影の院内プロトコールを整え、撮影体制
を確立させた。また、先天性難聴症例におけるMRI撮影の重要性を示唆する一
例として、難聴の増悪に関連した脳腫瘍がMRIにて発見された症例の提示を
行う。 

 
 
Ａ．研究目的 
両側先天性の高度難聴児あるいは進行性難聴児

は、難聴の程度に応じて人工内耳埋込術の適応

となる。MRI撮影による脳機能画像評価を行う

際に、合わせて難聴の原因となり得る合併疾患

の検索を行うことは、人工内耳埋込術の適応を

考える上で重要である。 
当科において、両側先天性高度難聴（聴覚障害

３級保持）の症例で、難聴の進行に伴い撮影し

た頭部MRIにて、孤発性の聴神経腫瘍が発見さ

れた症例を経験した。治療として、腫瘍の摘出

を行うと同時に人工内耳埋込術を選択した。 
本症例の経過を提示する。 
 
 
Ｂ．研究方法 
以下の臨床経過を提示する。 
両側先天性難聴があり、2 歳時から両側補聴器

の使用歴のある 30歳代女性である。小児期より

徐々に進行性の経過であったが、2 年ほど前か

ら特に左難聴の進行を自覚し、純音聴力検査に

て両側高度難聴が認められた（下図）。

 
 

人工内耳の適応を判断するために撮影された頭

部MRI にて、左小脳橋角部に２０ｍｍを超える

腫瘍性病変が認められた。腫瘍摘出と左人工内

耳埋込術の適応と考えられ、同時手術を施行し

た。 
 
(倫理面への配慮) 
本症例の経過を報告することは、慶応義塾大学

医学部倫理委員会の承認を得ている（承認番号

20200033）。 
 
 
Ｃ．研究結果   
人工内耳埋込術後の聴取成績について、術後お

よそ２か月での装用閾値検査にて、良好な左装

用閾値（下図）が確認され、人工内耳埋込は有効

であった。 

 
 
 
Ｄ．考察 
先天性難聴に対する頭部MRI 撮影は、機能画像

のみならず、器質的疾患の有無を確認する役割

がある。本症例は、先天性難聴の進行時には改



めて頭部 MRI の撮影が必要であることを示す

とともに、小脳橋角部腫瘍による後迷路性難聴

の要素がある場合にも、人工内耳が有効である

ことを示唆する経過であった。 
 
 
Ｅ．結論 
先天性難聴児に対する MRI 撮影の重要性、お

よび後迷路性難聴の要素があっても人工内耳埋

込術の有用性が示唆される症例提示を行った。 
 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
 ない場合は「該当なし」とご記入ください 
該当なし 
 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入）ない場合は「該当なし」とご記入ください 
該当なし 
 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
ない場合は「該当なし」とご記入ください 
1. 特許取得  
該当なし 
 
2. 実用新案登録 
該当なし 
 
3. その他 
該当なし 
 
健康危険情報があるようでしたら以下にご記入

ください。研究代表者のほうでまとめて総括報

告書に記載いたします。 


